
 
 
 
 
 
 
 
 

平成２３年調査の概況 

（平成２２年度決算実績） 
 

The general condition of the 2011 Basic Survey 

(Settlement of Accounts for Fiscal 2010) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

本調査の平成２３年８月時点の推計中小企業数（母集団数）は、3,654,465 企業。

この母集団数は、経済センサス-基礎調査（平成２１年）をもとに、この間の産業中分

類・従業者規模別の開業、廃業、規模移動等を考慮して推計。 

平成２１年調査、平成２２年調査の結果は、経済センサス-基礎調査（平成２１年）

をもとに企業数の再推計を行い、それに基づき再推計した値。平成２１年調査（確報）、

平成２２年調査（確報）とは数値が異なることに注意する必要がある。 
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第１章 中小企業の従業者数 

１．中小企業の従業者数 

・ 平成２２年度における中小企業の従業者数は３，０７８万人で、前年度に比べ▲３．４％

減少している。 
・ 従業者数の変化を産業大分類別にみると、９産業で減少しており、なかでも減少率が大き

い産業は、宿泊業，飲食サービス業（前年度比▲１１．７％減）、卸売業（同▲５．２％

減）、製造業（同▲４．７％減）、運輸業，郵便業（同▲４．４％減）である。一方、情報

通信業（同１．６％増）、サービス業（他に分類されないもの）（同１．６％増）の２産

業では増加している。 
・ 従業者数の産業別構成比は、製造業（構成比１９．５％）がもっとも高く、次いで小売業

（同１５．７％）、建設業（同１２．３％）の順となっている。 
・ 「他社からの出向従業者（出向役員を含む）及び派遣従業者」を除いた従業者数の雇用形

態別構成比を産業大分類別にみると、正社員・正職員の割合が高いのは情報通信業（７３．

８％）と運輸業，郵便業（６９．８％）である。また、パート・アルバイトの割合が高い

のは宿泊業，飲食サービス業（４７．６％）、小売業（３８．９％）、サービス業（他に分

類されないもの）（３２．１％）と生活関連サービス業，娯楽業（３１．６％）である。 
・ 「他社からの出向従業者（出向役員を含む）及び派遣従業者」を除いた従業者数を雇用形

態別にみると、法人企業では、正社員・正職員、パート・アルバイトが前年度に比べ、そ

れぞれ▲４．４％減少、▲３．８％減少している。個人企業においても、正社員・正職員、

パート・アルバイトが前年度に比べ、それぞれ▲４．１％減少、▲７．２％減少している。 

第１－１図 中小企業の従業者数の推移及び産業別構成比 
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（注２）集計表第１－１表参照。 
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第１－２図 中小企業の従業者数の構成（産業大分類別・雇用形態別） 
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第１－３図 中小企業の従業者数（雇用形態別） 
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２．中小企業の１企業当たりの従業者数 

・ 平成２２年度における中小企業１企業当たりの従業者数は８．４人と、前年度に比べ▲０．

６％減少している。 
・ 中小企業の１企業当たりの従業者数を産業大分類別にみると、運輸業，郵便業が２６．９

人ともっとも多く、次いでサービス業（他に分類されないもの）が１８．９人、情報通信

業が１７．１人、製造業が１４．５人の順となっている。 
・ 法人企業は、前年度比▲０．９％減少、個人企業は同▲２．８％減少している。 
・ １企業当たりの従業者数を雇用形態別にみると、法人企業では正社員・正職員の８．０人

に対してパート・アルバイトが３．９人、他社からの出向従業者（出向役員を含む）及び

派遣従業者は０．５人となっている。個人企業では、正社員・正職員とパート・アルバイ

トはともに０．６人となっている。 

 
 
 
 

第１－４図 中小企業の１企業当たりの従業者数（産業大分類別） 
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第１－５図 中小企業（法人企業）の１企業当たりの従業者数（雇用形態別） 
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第１－６図 中小企業（個人企業）の１企業当たりの従業者数（雇用形態別） 
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（注）集計表第１－５表参照。 
 



18 

第２章 中小企業の活動状況 

１．中小企業の売上高の状況 

・ 平成２２年度における中小企業の売上高は５１４兆円で、前年度に比べ▲４．１％減少し

ている。 

・ 中小企業の売上高を産業大分類別にみると、不動産業，物品賃貸業（前年度比▲１０．６％

減）、宿泊業，飲食サービス業（同▲９．１％減）、卸売業（同▲７．７％減）、サービ

ス業（他に分類されないもの）（同▲６．９％減）の４産業が大きく減少、情報通信業（同

▲６．０％減）、運輸業，郵便業（同▲４．８％減）、建設業（同▲３．６％減）、学術

研究，専門・技術サービス業（同▲３．６％減）、製造業（同▲２．２％減）、小売業（同

▲１．７％減）も減少。生活関連サービス業，娯楽業のみが同１３．２％増となっている。 

・ 産業別構成比は、卸売業（構成比２４．５％）の占める割合がもっとも高く、次いで製造

業（同２０．１％）、建設業（同１４．６％）の順となっている。 
・ １企業当たりの売上高は１億４，０５９万円で、前年度に比べ▲１．３％減少している。 
・ １企業当たりの売上高を産業大分類別にみると、売上高が減少しているのは８産業で、不

動産業，物品賃貸業（前年度比▲８．９％減）、情報通信業（同▲６．８％減）、宿泊業，

飲食サービス業（同▲５．６％減）などである。一方、売上高が増加しているのは３産業

で、特に生活関連サービス業，娯楽業（同１５．２％増）で大きく増加している。 
・ 法人企業の１企業当たり売上高は２億９，０５３万円、個人企業の１企業当たり売上高は

１，４６８万円である。 

 

第２－１図 中小企業の売上高の推移及び産業別構成比 
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第２－２図 中小企業の１企業当たりの売上高（産業大分類別） 
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（注）集計表第２－２表参照。 

第２－３図 中小企業（法人企業）の１企業当たりの売上高（産業大分類別） 
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（注）集計表第２－２表参照。 

第２－４図 中小企業（個人企業）の１企業当たりの売上高（産業大分類別） 
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（注）集計表第２－２表参照。 
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２．中小企業（法人企業）の営業費用の内訳 

・ 平成２２年度における中小企業（法人企業）の営業費用の合計は４７６兆円であり、内訳は、

売上原価が７６．１％、販売費及び一般管理費が２３．９％となっている。 

・ 売上原価の内訳では、商品仕入原価が４１．４％ともっとも高く、次いで外注費が１０．７％、

材料費が９．８％である。 
・ 営業費用の内訳を産業大分類別にみると、商品仕入原価比率が高い産業は、卸売業（７７．

９％）、小売業（６５．０％）である。材料費比率が高い産業は、製造業（２８．５％）、建

設業（１３．４％）であり、外注費比率が高い産業は、建設業（３８．８％）、運輸業，郵

便業（１８．７％）である。販売費及び一般管理費の比率が高い産業は、宿泊業，飲食サー

ビス業（構成比６２．５％）、学術研究，専門・技術サービス業（同４４．３％）、情報通信

業（同４３．０％）の順である。 
・ １企業当たりの営業費用は、２億７，４７６万円であり、産業大分類別に見ると、卸売業が

６億３，１４５万円でもっとも高い。 

 

第２－５図 中小企業（法人企業）の営業費用の内訳及び推移 
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（注）集計表第２－３表参照。 
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第２－６図 中小企業（法人企業）の営業費用の内訳（産業大分類別） 
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（注）集計表第２－３表参照。 

第２－７図 中小企業（法人企業）の１企業当たり営業費用（産業大分類別） 
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（注）集計表第２－４表参照。 
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３．中小企業の経常利益の状況 

・ 平成２２年度における中小企業のうち法人企業の経常利益は９兆５，６５１億円で、前年

度（６兆５，３３６億円）から４６．４％増加している。平成２１年度では前年度比が▲

２２．６％減少であったので大幅な改善があったことになり、経常利益の水準は平成２０

年度の８兆４，４０７億円を上回っている。経常利益の増加が顕著である産業は製造業で、

前年度比２１８．３％増の伸びとなっている。 
・ 個人企業の経常利益＊1は４兆６，５４９億円で前年度比▲９．５％と減少している。経

常利益の減少が顕著である産業は宿泊業，飲食サービス業（前年度比▲２０．９％減少）

で、増加している産業は情報通信業（同２３．３％増）、製造業（同１９．９％増）など

である。 
・ １企業当たりの経常利益は、法人企業では５７３万円で、前年度の３８４万円より４９．

２％増加している。１企業当たりの経常利益の増加が顕著である産業は製造業で、前年度

比２２６．７％の増加となっている。 
・ 個人企業では２３４万円で、前年度の２５０万円より▲６．１％減少している。１企業当

たりの経常利益の減少が顕著である産業は宿泊業，飲食サービス業（前年度比▲１７．９％

減少）で、一方、増加している産業は、製造業（同２７．３％）、情報通信業（同２４．

８％）などとなっている。 

 

第２－８図 中小企業（法人企業）の経常利益（産業大分類別） 

0.3
0.6

0.3 0.3
0.50.60.7

1.7

0.4

1.7

0.4

1.9

0.6
0.2 0.2

0.7

0.2

1.4

0.5

1.2

0.6

0.8

0.4
0.5

1.4

2.6

0.8

0.0

0.7

1.8

0.7

0

1

2

3

建

設

業

製

造

業

情

報

通
信

業

運

輸
業

，

郵

便
業

卸

売
業

小

売
業

不

動

産

業

，

物

品

賃

貸

業

学

術

研
究

，

専

門

・

技

術

サ
ー

ビ

ス
業　

宿

泊

業

，　

　

　

　

飲

食

サ

ー

ビ

ス
業　

生

活

関
連

サ
ー

ビ

ス

業

，

娯

楽

業　

　

　

サ
ー

ビ

ス
業

（
他

に

分

類

さ

れ

な

い

も

の
）

（兆円）

平成20年度

平成21年度

平成22年度

 
（注１）平成２１年度の「宿泊業，飲食サービス業」（法人企業）は経常利益がマイナスであり、グラフには表記し

ていない。 
（注２）集計表第２－５表参照。 

                                                  
＊1 個人企業の経常利益については、本調査において平成１７年調査から個人企業の事業専従者（家族従業員）

給与は、人件費に含まない。したがって、個人企業の経常利益は事業専従者の給与を控除する前の金額となり、

このため、個人企業の経常利益は法人企業に比べ相対的に大きくなる。 
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第２－９図 中小企業（個人企業）の経常利益（産業大分類別） 
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（注）集計表第２－５表参照。 

第２－１０図 中小企業（法人企業）の１企業当たりの経常利益（産業大分類別） 

4.9
6.7

9.0

1.51.2

10.0

6.1

1.9 1.7

5.85.7

2.1

9.8

7.0

9.6

2.4

0.1

9.1

6.0

11.1

4.8

2.3
1.9

6.8

10.2

6.3
3.8

7.6

3.0

5.4

12.4

2.8

7.9
9.5

0

5

10

15

20

法

人

企

業

合

計

建

設

業

製

造

業

情

報

通

信

業

運

輸

業

，

郵

便

業

卸

売

業

小

売

業

不

動

産

業

，

物

品

賃

貸

業

学

術

研

究

，

専

門
・

技

術

サ

ー

ビ

ス

業　

宿

泊

業

，　

　

　

　

飲

食
サ

ー

ビ

ス

業　

生

活

関

連

サ

ー

ビ

ス

業

，

娯

楽

業　

　

　

サ

ー

ビ

ス

業

（

他

に

分

類

さ
れ

な

い
も

の

）

（百万円）

平成20年度

平成21年度

平成22年度

 
（注１）平成２１年度の「宿泊業，飲食サービス業」（法人企業）は経常利益がマイナスであり、グラフには表記

していない。 
（注２）集計表第２－６表参照。 

第２－１１図 中小企業（個人企業）の１企業当たりの経常利益（産業大分類別） 
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（注）集計表第２－６表参照。 
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第３章 中小企業（法人企業）の設備投資 

１．中小企業（法人企業）の設備投資実施企業数及び設備投資額 

・ 平成２２年度における中小企業（法人企業）の設備投資額は８兆３，７４３億円で、前年

度に比べ▲１０．５％減少している。 
・ 設備投資実施企業割合は１７．９％で、前年度より０．５ポイント増加している。 
・ 設備投資実施企業割合を産業大分類別にみると、卸売業など８産業で前年度に比べ増加、学

術研究，専門・技術サービス業など３産業で減少している。 

第３－１図 中小企業（法人企業）の設備投資額（産業大分類別） 
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（注）集計表第３－１表参照。 

第３－２図 中小企業（法人企業）の設備投資実施企業割合（産業大分類別） 
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（注）集計表第３－１表参照。 
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２．中小企業（法人企業）の新規リース契約の状況 

・ 平成２２年度における中小企業（法人企業）の新規リース契約額は１兆６，１３９億円、

前年度に比べ５．６％増加している。産業大分類別にみると、製造業が４，０７１億円と

もっとも高い。 

・ 新規リース契約実施企業割合は１２．８％で前年度に比べ▲０．３ポイント減少してい

る。 
・ 新規リース契約実施企業割合を産業大分類別にみると、情報通信業（前年度差▲２．５ポ

イント減）の他、６産業で前年度に比べ減少している。 

第３－３図 中小企業（法人企業）の新規リース契約額（産業大分類別） 
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（注）集計表第３－５表参照。 

第３－４図 中小企業（法人企業）の新規リース実施企業割合（産業大分類別） 
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（注１）表示有効桁数の関係で前年度差はグラフ中の値で計算する場合と一致しない場合がある（以下、同様）。 
（注２）集計表第３－５表参照。 
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第４章 中小企業（法人企業）の取引の状況 

１．中小企業（法人企業）の受託の状況 

・ 平成２２年度における建設業を除く中小企業（法人企業）の受託金額は、３０兆５，２１

９億円で、前年度（３３兆８，８７９億円）に比べ▲９．９％の減少となっている。 
・ 製造業の受託金額は、１４兆４，６９１億円と前年度に比べて▲２４．４％の大幅な減少

となっている。 
・ 受託金額のうち海外受託比率*2は１．３％であり、産業大分類別では卸売業が５．２％と、

他の産業よりも高い。 

第４－１図 中小企業（法人企業）の受託金額（産業大分類別・建設業を除く） 
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（注）集計表第４－１表参照。 

第４－２図 中小企業（法人企業）の受託のあった企業の割合（産業大分類別・建設業を除く） 
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（注）集計表第４－１表参照。 

                                                  
*2 海外受託比率とは、受託金額に占める海外からの受託金額の割合。 
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２．中小企業（法人企業）の商品（製品）の仕入先 

・ 平成２２年度では、仕入を行った中小企業（法人企業）は６２．９万社である。 

・ 仕入先の種類をみると、４９．５％が中小企業、４０．２％が大企業、６．１％が海外か

らの直接輸入となっている。 
・ 商品（製品）の仕入先を産業大分類別にみると、中小企業からの仕入先割合は、宿泊業，

飲食サービス業（８６．４％）、建設業（６９．６％）、サービス業（他に分類されないも

の）（６１．１％）、学術研究，専門・技術サービス業（６０．９％）が高く、大企業から

の仕入先割合は、生活関連サービス業，娯楽業（５７．６％）、情報通信業（４５．３％）、

運輸業，郵便業（４２．８％）、卸売業（４２．８％）が高い。 

 

 第４－３図 中小企業（法人企業）の商品（製品）の仕入先（産業大分類別） 
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（注）集計表第４－２表参照。 
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３．中小企業（法人企業）の商品（製品）の販売先 

 

・ 平成２２年度における中小企業（法人企業）の販売先は、４７．７％が中小企業、２２．

４％が大企業、２２．２％が個人消費者、２．５％が海外への直接輸出である。 

・ 商品（製品）の販売先を産業大分類別にみると、中小企業への販売先割合が高い産業は、

製造業（６１．１％）、卸売業（５８．２％）、建設業（５６．４％）、大企業への販売先割

合が高い産業は、情報通信業（３３．８％）、製造業（３１．４％）、卸売業（３０．１％）、

個人消費者への販売先割合が高い産業は、生活関連サービス業，娯楽業（８５．３％）、宿

泊業，飲食サービス業（７３．８％）、小売業（７１．３％）である。 

 

第４－４図 中小企業（法人企業）の商品（製品）の販売先（産業大分類別） 
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（注）集計表第４－２表参照。 
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４．中小企業（法人企業）の委託の状況 

 

・ 平成２２年度における中小企業（法人企業）の委託状況をみると、委託金額は２０兆１，０

８８億円であり、前年度に比べ３．６％増加である。 
・ 委託金額を産業大分類別にみると、製造業が７兆２，８８０億円で全体の３６．２％を占め

ている。 
・ 委託を実施した法人企業の割合は１８．０％（前年度差０．６ポイント増加）である。 
・ 委託を実施した法人企業の割合を産業大分類別にみると、情報通信業が３８．５％、製造業

が３５．９％、運輸業，郵便業が３４．１％と高い。 
・ 海外への委託割合*3は卸売業（８．７％）、製造業（６．９％）で高い。 

第４－５図 中小企業（法人企業）の委託金額（産業大分類別） 
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（注）集計表第４－３表参照。 

第４－６図 中小企業（法人企業）の委託を行った企業の割合（産業大分類別） 
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（注）集計表第４－３表参照。 

                                                  
*3 海外への委託割合とは、委託金額に占める海外への委託金額の割合。 



30 

５．中小企業（法人企業）の電子商取引の状況 
 

・ 平成２２年度では、電子商取引を実施した中小企業（法人企業）は１５．４万社、実施

企業割合は９．２％である。 

・ 電子商取引の状況を産業大分類別にみると、実施企業数がもっとも多い産業は小売業

（３．７万社）で、次いで卸売業（２．８万社）である。また、実施企業割合がもっと

も高い産業は情報通信業（２０．７％）で、次いで卸売業（１５．２％）、小売業（１３．

７％）の順である。 
・ 電子商取引を実施している中小企業の中で、年間売上高に占める電子商取引の割合をみ

ると、年間売上高の１０％以上は情報通信業（４２．１％）でもっとも高い。また、年

間調達金額または年間仕入金額に占める電子商取引の割合をみると、年間調達額または

年間仕入額の１０％以上は情報通信業（３１．２％）でもっとも高い。 

 

第４－７図 電子商取引実施中小企業（法人企業）の年間売上高に占める電子商取引の割合 
（産業大分類別） 
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（注）集計表第４－４表参照。 
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第４－８図 電子商取引実施中小企業（法人企業）の年間調達金額または年間仕入金額に占める電

子商取引の割合（産業大分類別） 
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（注）集計表第４－４表参照。 

第４－９図 電子商取引実施中小企業（法人企業）のその他の事業活動（受注・販売、調達・

仕入以外）の電子商取引の割合（産業大分類別） 
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（注）集計表第４－４表参照。
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第５章 中小企業の取引金融機関の状況 
 

・ 平成２２年度において、中小企業がメインバンクとしている金融機関は、地銀・第二地銀

（構成比３３．３％）、信用金庫・信用組合（同３１．０％）、都市銀行・信託銀行など（同

１７．７％）の順となっている。 

・ メインバンクとする金融機関の状況を産業大分類別にみると、地銀・第二地銀の割合が高

いのは建設業（構成比４２．６％）、卸売業（同３９．９％）、サービス業（他に分類され

ないもの）（同３８．１％）、信用金庫・信用組合の割合が高いのは宿泊業，飲食サービス

業（同３８．３％）、都市銀行・信託銀行などの割合が高いのは情報通信業（同４６．７％）

である。 
・ メインバンクがない中小企業の割合は１３．４％であり、産業大分類別にみると、生活関

連サービス業，娯楽業（構成比２７．０％）、宿泊業，飲食サービス業（同１６．５％）、

不動産業，物品賃貸業（同１６．０％）で高い。 
・ 法人企業では、都市銀行・信託銀行などをメインバンクとする割合（構成比２３．８％）、

地銀・第二地銀をメインバンクとする割合（同４０．１％）が比較的高く、個人企業では、

メインバンクはない割合（同２１．４％）が比較的高い。 

 

第５－１図 中小企業の取引金融機関（産業大分類別） 
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（注１）無回答（NA）は集計から除外。 

（注２）集計表第５－１表参照。 
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第５－２図 中小企業（法人企業）の取引金融機関（産業大分類別） 
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（注２）集計表第５－２表参照。 

第５－３図 中小企業（個人企業）の取引金融機関（産業大分類別） 
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（注１）無回答（NA）は集計から除外。 

（注２）集計表第５－３表参照。 
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第６章 中小企業のチェーン組織への加盟の状況 

・ 平成２２年度における中小企業のボランタリー・チェーンへの加盟率は１．１％、フラン

チャイズ・チェーンへの加盟率は２．５％である。 

・ 産業大分類別にみると、ボランタリー・チェーン、フランチャイズ・チェーンとも小売業

で加盟率が高く、それぞれ２．４％、５．５％である。 
・ 法人企業では、チェーン組織に加盟している割合が高いのは小売業で、ボランタリー・チ

ェーンへの加盟率は４．１％、フランチャイズ・チェーンへの加盟率は７．６％である。 
・ 個人企業においてチェーン組織に加盟している割合が高いのは運輸業，郵便業で、ボラン

タリー・チェーンへの加盟率は３．１％、フランチャイズ・チェーンへの加盟率は４．４％

である。 

第６－１図 中小企業のチェーン組織への加盟率（産業大分類別） 
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（注１）主たる事業が製造業の中小企業を除く。 
（注２）集計表第６－１表参照。 
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第７章 中小企業（法人企業）の海外展開の状況 
 

・ 平成２２年度において、海外に子会社、関連会社または事業所を所有する中小企業（法人

企業）は、１．７万社、海外子会社等のある企業の割合は１．０％で前年度と比べて０．

１ポイント増加している。産業大分類別にみると、卸売業が２．１％、製造業が１．５％、

情報通信業が１．３％となっている。 
・ 海外の子会社、関連会社または事業所の地域別展開状況をみるとアジア地域がもっとも多

く、子会社で７６．２％、関連会社で８３．９％、事業所で８０．６％を占めている。 

第７－１図 海外の子会社、関連会社または事業所を所有する中小企業（法人企業）の割合 
（産業大分類別） 
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（注）集計表第７－１表参照。 

第７－２図 海外の子会社、関連会社または事業所の地域別展開状況 
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（注）集計表第７－２表参照。 
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第８章 中小企業（法人企業）の研究開発の状況  

・ 平成２２年度において、研究開発を行った中小企業（法人企業）は３．９万社で、法人企

業全体に占める割合は２．３％である。産業大分類別にみると、製造業（７．７％）、情報

通信業（６．６％）、卸売業（２．８％）の順となっている。 

・ 研究開発費は、５，３８６億円で前年度に比べて７．８％増加している。研究開発を行っ

た１企業当たりの研究開発費は、１，３８８万円で前年度比▲３．３％減少している。 

・ 特許権等を所有する企業（法人企業）は４．７万社で、法人企業全体に占める割合は２．

８％である。産業大分類別にみると、製造業（８．６％）、卸売業（５．０％）、情報通信

業（４．２％）の順となっている。 

第８－１図 研究開発を行った中小企業（法人企業）の割合（産業大分類別） 
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（注）集計表第８－１表参照。 

第８－２図 特許権等を所有する中小企業（法人企業）の割合（産業大分類別） 
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（注）集計表第８－１表参照。 
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■トピックス 中小企業（法人企業）の経営指標 

経営指標の算出式 

指標名 算出式 
平成２２年度 

全産業加重平均値

（１）総資本経常利益率 経常利益÷総資本（総資産）×１００ 2.24（％）

（２）総資本営業利益率 営業利益÷総資本（総資産）×１００ 1.92（％）

（３）自己資本当期純利益率（ROE） 当期純利益÷純資産×１００ 5.04（％）

（４）売上高総利益率 売上総利益÷売上高×１００ 25.16（％）

（５）売上高営業利益率 営業利益÷売上高×１００ 1.69（％）

（６）売上高経常利益率 経常利益÷売上高×１００ 1.97（％）

（７）売上高対販売費・一般管理費比率 販売費・管理費÷売上高×１００  23.47（％）

（８）総資本回転率 売上高÷総資本（総資産） 1.14（回）

（９）流動比率 流動資産÷流動負債×１００ 156.04（％）

（10）固定比率 固定資産÷純資産×１００ 147.42（％）

（11）自己資本比率 純資産÷総資本×１００ 32.01（％）

（12）財務レバレッジ 総資本÷純資産 3.12（倍）

（13）負債比率 負債÷純資産×１００ 212.45（％）

（14）付加価値比率  付加価値額÷売上高×１００ 25.10（％）

（15）機械投資効率 付加価値額÷設備資産 5.28（回）

（16）労働分配率 労務費・人件費÷付加価値額×１００ 71.99（％）

付加価値額＝労務費＋売上原価の減価償却費＋人件費＋地代家賃＋販売費及び一般管理費の減価償却費 

＋従業員教育費＋租税公課＋支払利息・割引料＋経常利益  

全産業加重平均値とは、各費目の中小企業全体の合算値を用いて計算したものである。 

 

〔経営指標に関するグラフについて〕 
 以下は、上記１６の経営指標のうち主要な８

つの指標について、パーセンタイル（百分位数）

をグラフ化したものである。 
パーセンタイルとは、データを小さいものか

ら順に並べたときに、ある値が下位から何番目

又は上位から何番目に位置するかを百分位で示

したものである。５０パーセンタイルは、中央

値とも呼ばれる。 
 右図において横軸が９０パーセンタイルのと

きの縦軸の値が意味するものは、全産業のなか

で上位１０％（下位から９０％）の位置にある

企業の総資本経常利益率の数値である。 
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第１図 総資本経常利益率（産業大分類別） 
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第２図 自己資本当期純利益率（ＲＯＥ）（産業大分類別） 
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第３図 売上高経常利益率（産業大分類別） 
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第４図 売上高対販売費・一般管理費比率（産業大分類別） 
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第５図 総資本回転率（産業大分類別） 
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第６図 自己資本比率（産業大分類別） 
 

 

中央値（21.39%）

▲100

▲80

▲60

▲40

▲20

0

20

40

60

80

100

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

（パーセンタイル）

（％）

全産業

建設業

中央値（19.33%）

▲100

▲80

▲60

▲40

▲20

0

20

40

60

80

100

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

（パーセンタイル）

（％） 全産業

 
 

 

中央値（22.24%）

▲100

▲80

▲60

▲40

▲20

0

20

40

60

80

100

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

（パーセンタイル）

（％）

全産業

製造業

中央値（30.79%）

▲100

▲80

▲60

▲40

▲20

0

20

40

60

80

100

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

（パーセンタイル）

（％）

全産業

情報通信業

 
 

 

中央値（16.61%）

▲100

▲80

▲60

▲40

▲20

0

20

40

60

80

100

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

（パーセンタイル）

（％）

全産業

運輸業，郵便業

中央値（22.23%）

▲100

▲80

▲60

▲40

▲20

0

20

40

60

80

100

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

（パーセンタイル）

（％）

全産業

卸売業

 
 



 49 

 

 

中央値（17.43%）

▲100

▲80

▲60

▲40

▲20

0

20

40

60

80

100

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

（パーセンタイル）

（％）

全産業

小売業

中央値（20.00%）

▲100

▲80

▲60

▲40

▲20

0

20

40

60

80

100

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

（パーセンタイル）

（％）

全産業

不動産業，物品賃貸業

 
 

 

中央値（33.58%）

▲100

▲80

▲60

▲40

▲20

0

20

40

60

80

100

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

（パーセンタイル）

（％）

全産業

学術研究，専門・技術サービス業

中央値（-5.46%）

▲100

▲80

▲60

▲40

▲20

0

20

40

60

80

100

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

（パーセンタイル）

（％）

全産業

宿泊業，飲食サービス業

 
 

  

中央値（13.69%）

▲100

▲80

▲60

▲40

▲20

0

20

40

60

80

100

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

（パーセンタイル）

（％）

全産業

生活関連サービス業，娯楽業

中央値（33.62%）

▲100

▲80

▲60

▲40

▲20

0

20

40

60

80

100

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

（パーセンタイル）

（％）

全産業

サービス業（他に分類されないもの）

 
 
 
 
 
 
 
 



50 

第７図 財務レバレッジ（産業大分類別） 
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第８図 付加価値比率（産業大分類別） 
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